
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款細則 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 桜谷福祉会 

 



第 1 章  総則 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、社会福祉法人桜谷福祉会（以下「法人」という。）定款 42 条の規定により、法人の運営管理及び

業務の細部について、必要な事項を定めるものとする。 

 

 

   第 2 章  評議員選任・解任委員会 

 

（目的） 

第２条 定款第 6 条第 1 項に規定する評議員選任・解任委員会（以下「委員会」という。）は、本章に定めるところによ

り設置、運営等を行う。 

 

（所掌事項） 

第３条 この委員会は、法人の評議員の選任及び解任を行う。 

 

（委員会の構成等） 

第４条 委員会の評議員選任・解任委員（以下「委員」という。）は、監事 1 名、事務局員 1 名、外部委員 1 名の合計 3

名とし、理事会が選任する。 

２ 外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において選任する。 

 （１）当法人、又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を含む。）の業務を執行する者、又は使

用人 

 （２）前号に該当する者の配偶者、又は三親等以内の親族 

３ 理事長（理事長に事故あるときは副理事長、又は専務理事）は、委員会に出席しなければならない。 

４ 理事長は、選任された委員に対し、委嘱状を交付するものとする。 

５ 委嘱状を交付された委員は、10 日以内に就任承諾書を理事長あてに提出しなければならない。 

 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、就任後 4 年以内に終了する会計年度のうち、最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで

とする。但し、再任を妨げない。 

２ 委員に欠員が生じた場合には、速やかにこれを補充するものとする。但し、補欠の委員の任期は、前任者の任期の満

了までとする。 

３ 委員は、辞任、又は任期満了後においても、定款第 6 条第 2 項に定める定員に足りなくなるときは、新たに選任さ

れた者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。 

 

（委員の解任） 

第６条 委員が、次の各号のいずれかに該当するときは、理事会において、理事現在数の３分の２以上の議決により、理

事長がこれを解任することができる。 

 （１）心身故障のため、職務の執行に堪えないと認められるとき 

 （２）職務上の義務違反、その他委員たるにふさわしくない行為があると認められるとき 

 

（委員の報酬等） 

第７条 監事委員に対して、委員会へ出席した対価としての報酬等の支給の基準については、第 43 条第 1 項の規定によ

り支給することができる。 

２ 事務局員は、無報酬とする。 

また、委員会へ出席する旅費については、職員の旅費規程に基づき、費用を支弁することができる。 

３ 外部委員に対して、委員会へ出席した対価としての報酬等の支給の基準については、下表のとおり支給することが

できる。但し、赤穂市内の外部委員が赤穂市内で開催する委員会に出席した場合は、旅費を支給しない。 

 

 １）外部委員の報酬額表 

区   分 日 額 

評議員選任・解任委員会への出席 ５,０００円 

 ２）外部委員の旅費の支給基準表 

鉄道 自家用車 

グリーン料金 １km 当たり２５円 有料道路料金 

 

（招集） 

第８条 委員会は、理事長が招集する。 

 

（招集通知） 

第９条 理事長は、委員会の日の 10 日前までに、各委員に対して書面でその通知を発しなければならない。但し、委員

の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ることなく開催することができる。 

 



（委員長） 

第１０条 委員会に委員長を置き、当該委員会において委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、委員会の議長とする。 

 

（評議員の選任） 

第１１条 評議員の選任は、以下の各号の手続を経るものとする。 

 （１）理事会は、理事会で決議された様式 1「次期評議員候補者推薦書」を委員会に提出する。 

 （２）理事長（理事長に事故あるときは副理事長、又は専務理事）は、「次期評議員候補者推薦書」記載事項のほか、

当該候補者を評議員として適任と判断した理由を説明しなければならない。 

 （３）委員会は、理事会より提出された「次期評議員候補者推薦書」について審議を行い、評議員の選任について決議

を行う。 

２ 理事長は、選任された評議員に対し、委嘱状を交付するものとする。 

３ 委嘱状を交付された評議員は、14 日以内に就任承諾書を理事長あてに提出しなければならない。 

 

（評議員の解任） 

第１２条 評議員の解任は、以下の各号の手続を経るものとする。 

 （１）理事長（理事長に事故あるときは副理事長、又は専務理事）は、委員会に理事会で決議された評議員解任の提案

を行い、評議員として不適任とした理由を委員に説明しなければならない。 

 （２）委員会は、解任の提案をされた被解任評議員に弁明の機会を保障する。 

 （３）委員会は、理事会より提案された評議員の解任について審議を行い、解任の可否について議決を行う。 

 

（中途退任） 

第１３条 評議員は、やむを得ない事由により任期の途中で退任しようとするときは、あらかじめ理事長に書面で届け

出るものとする。 

 

（欠員の補充） 

第１４条 評議員の欠員補充については、第 11 条の規定を準用する。 

 

（決議） 

第１５条 委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。但し、外部委員の 1 名以上が出席し、

且つ、外部委員の 1 名以上が賛成することを要する。 

 

（議事録） 

第１６条 委員会の議事については、議事録を作成する。 

２ 議事録は書面をもって作成し、委員長及び出席した委員が署名、又は記名押印し、これを理事会に提出しなければ

ならない。 

３ 議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

 （１）委員会が開催された年月日及び場所 

 （２）委員会の議事の経過の要領及びその結果 

 （３）委員会に出席した理事の氏名 

 （４）委員会の委員長が存するときは、委員長の氏名 

４ 第１項の議事録は、委員会の日から 10 年間、その主たる事務所に備え置かなければならない。 

 

（事務） 

第１７条 委員会の庶務的事項は、法人本部の事務局において行う。 

 

（補則） 

第１８条 本章に定めるもののほか、委員会の運営に関する必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

 

   第 3 章  評議員会 

 

（役員等の出席） 

第１９条 理事及び監事は、評議員会に出席するものとし、欠席する場合には、あらかじめ招集者に対して、その旨を通

知しなければならない。 

２ 会計監査人は、法令の定めるところにより、定時評議員会に出席することができる。 

３ 法人本部事務局の事務員及び業務を委託している弁護士等は、理事及び監事を補助するため、議長の許可を受けて

評議員会に出席することができる。 

４ 評議員会は、必要に応じ、前 3 項に定める者以外の者の出席を求め、その意見、又は説明等を聴取することができ

る。 

 

（議長） 

第２０条 評議員会に議長を置く。 

２ 評議員会の議長は、出席した評議員の中からその都度互選により選任する。 



（理事等の報告・説明） 

第２１条 議長は、出席している理事、又は監事に対して議題に関する事項の報告、又は議案の説明を求めるものとす

る。 

２ 前項の場合において当該理事は、議長の許可を得た上で、第 19 条第 3 項に定める者に説明させることができる。 

３ 法令に基づき評議員より提出された議案については、議長は、議案を提出した評議員にその説明を求め、理事、又は

監事に当該説明に対する意見を求めるものとする。 

４ 理事及び監事は、評議員から特定の事項について説明を求められた場合には、法令に定める正当な理由がある場合

を除き、当該事項について必要な説明をしなければならない。 

５ 前項の法令に定める正当な理由とは、次の各号に該当する場合とする。 

 （１）評議員が説明を求めた事項について説明をするために、調査をすることが必要である場合で、以下に該当する場

合を除く。 

   ア）当該評議員が評議員会の日より相当の期間前に当該事項を法人に対して通知した場合 

   イ）当該事項について説明するために必要な調査が著しく容易である場合 

 （２）評議員が説明を求めた事項について説明することにより、法人その他の者（当該評議員を除く。）の権利を侵害

することとなる場合 

 （３）評議員が当該評議員会において、実質的に同一の事項について繰り返して説明を求める場合 

 （４）第 1 号から第 3 号に掲げる場合のほか、評議員が説明を求めた事項について説明をしないことにつき正当な理

由がある場合 

 

（招集） 

第２２条 評議員会を招集する場合には、理事会の決議によって、次に掲げる事項を定めなければならない。 

 （１）評議員会の日時及び場所 

 （２）評議員会の目的である事項があるときは、当該事項 

 （３）評議員会の目的である事項に係る議案（当該目的である事項が議案となるものを除く。）の概要（議案が確定し

ていない場合にあっては、その旨。） 

２ 評議員会の招集通知は、書面をもって評議員会の日の 10 日前までに評議員、理事、監事に通知するものとし、提出

議案書及び報告案件書は５日前までに送付するものとする。 

３ 前項にかかわらず、評議員の全員の同意を得て招集の手続きを省略して評議員会を開催することができる。 

 

（決議） 

第２３条 評議員会の決議は、法令、又は定款に別段の定めがある場合を除き、議決に加わることができる評議員の過

半数が出席し、その過半数をもって決する。 

２ 評議員会における決議の方法は、挙手その他の方法により行うものとする。 

３ 議長は、次項に掲げる決議を除き、その議決権を可否同数の場合にのみ行使することができる。 

４ 次の決議は、議決に加わることができる評議員の 3 分の 2 以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

 （１）監事の解任 

 （２）定款の変更 

 （３）役員の責任の一部免除 

 （４）法人の解散 

 （５）法人の合併契約（吸収合併・新設合併） 

５ 理事、監事、又は評議員の法人に対する責任は、総評議員の同意がなければ免除することができない。 

６ 第 1 項及び第 4 項の規定にかかわらず、理事が議題の提案をし、当該提案について評議員（当該事項について議決

に加わることができる者に限る。）の全員が書面、又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その提案を可

決する旨の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第２４条 評議員会の議事録は、書面をもって作成するものとする。 

２ 議事録は、開催日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果等、以下に定める事項を記載して作成する。 

 （１）通常の評議員会の事項 

   ① 評議員会が開催された日時及び場所（当該場所に存しない評議員、理事、監事が評議員会に出席した場合に

おける当該出席の方法を含む。） 

   ② 評議員会の議事の経過の要領及びその結果 

   ③ 決議を要する事項について、特別の利害関係を有する評議員があるときは、当該評議員の氏名 

   ④ 次の意見、又は発言があるときは、その意見、又は発言の内容の概要 

    イ）監事が監事の選任若しくは解任、又は辞任ついて意見を述べたとき 

    ロ）監事を辞任した者が、辞任後最初に招集された評議員会に出席して辞任した旨及びその理由を述べたとき 

    ハ）監事、理事が評議員会に提出しようとする議案、書類等について調査の結果、法令若しくは定款に違反し、

又は著しく不当な事項があるものと認めて、評議員会に報告したとき 

    ニ）監事が、監事の報酬等について意見を述べたとき 

   ⑤ 評議員会に出席した評議員、理事、監事の氏名、又は名称 

   ⑥ 評議員会に議長が存するときは、議長の氏名 

   ⑦ 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 （２）評議員会の決議の省略の場合の事項 

   ① 評議員会の決議があったものとみなされた事項の内容 



   ② ①の事項の提案をした者の氏名 

   ③ 評議員会の決議があったものとみなされた日 

   ④ 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 （３）評議員会への報告の省略の場合の事項 

   ① 評議員会への報告があったものとみなされた事項の内容 

   ② 評議員会への報告があったものとみなされた日 

   ③ 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

３ 議事録には、議長及び議事録署名人 2 名が署名、又は記名押印をしなければならない。 

４ 前項の議事録署名人は、評議員会の都度、出席評議員の中から評議員会において選任する。 

５ 前 4 項により作成した議事録は、当該評議員会の日から 10 年間法人の主たる事務所に備え置かなければならない。 

 

（欠席評議員への報告） 

第２５条 理事長は、評議員会に欠席した評議員に対して議事の概要及び議決結果を記録した書面を評議員会終了後 14

日以内に送付するものとする。 

 

 

    第 4 章  評議員 

 

（評議員の定数） 

第２６条 この法人に評議員 7 名以上 11 名以内を置く。 

 

（評議員の任期） 

第２７条 評議員の任期は、選任後 4 年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時ま

でとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の任期の満了する時まで

とすることができる。 

３ 評議員は、第 26 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了、又は辞任により退任した後も、新たに選任さ

れた者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

 

（評議員の報酬等） 

第２８条 評議員に対して、各年度の総額が３００,０００円を超えない範囲で、評議員会において別に定める報酬等の

支給の基準に従って算定した額を報酬として支給することができる。 

 

（評議員名簿） 

第２９条 理事長は、評議員選任後、速やかに評議員名簿を作成し、これを保存しておかなければならない。 

 

 

   第 5 章  理事会 

 

（出席者） 

第３０条 理事会は、理事及び監事が出席して開催することとし、必要に応じてそれ以外の者の出席を求め、その意見、

又は説明を求めることができる。 

２ 理事及び監事は、理事会を欠席する場合には、あらかじめ招集者に対してその旨を通知しなければならない。 

 

（議長） 

第３１条 理事会に議長を置く。 

２ 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

３ 理事会に理事長が欠席した場合の議長は、出席した理事の中から互選により選任する。 

 

（招集） 

第３２条 理事会の招集には、理事会の日の 10 日前までに理事及び監事の全員に通知するものとし、提出議案書及び報

告案件書は 5 日前までに送付するものとする。 

２ 前項にかかわらず、理事及び監事の全員の同意を得て招集の手続きを省略して理事会を開催することができる。 

 

（報告事項） 

第３３条 理事会へ報告すべき法人の業務は、次のとおりとする。 

 （１）監事の監査結果 

（２）監督官庁が実施した検査又は調査の結果（改善指示がある場合は、その改善状況） 

 （３）定款第 25 条の規定により理事長が専決した事項 

（４）その他役員から報告を求められた事項 

 

（決議） 

第３４条 理事会の決議は、法令、又は定款に別段の定めがある場合を除き、議決に加わることができる理事の過半数

が出席し、その過半数をもって決する。 



２ 理事会における決議の方法は、挙手その他の方法により行うものとする。但し、議長が理事全員に異議ないと認め

る場合には、その旨を確認した上で決議があったものとすることができる。 

３ 議長は、次項に掲げる決議を除き、その議決権を可否同数の場合にのみ行使することができる。 

４ 次の決議は、議決に加わることができる理事総数（現在数）の 3 分の 2 以上に当たる多数をもって行わなければな

らない。 

 （１）基本財産の処分 

 （２）事業計画及び収支予算 

 （３）新たな義務の負担、又は権利の放棄 

 （４）公益事業・収益事業に関する重要な事項 

 （５）保有する株式に係る議決権の行使 

５ 第 1 項及び第 4 項の規定にかかわらず、理事（当該事項について議決に加わることができる者に限る。）の全員が書

面、又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）は、理事

会の決議があったものとみなす。 

６ 理事、監事が、理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、当該事項を理事会へ報告

することを要しないものとする。但し、業務の執行に関する理事長・副理事長及び専務理事の報告は省略できない。 

 

（議事録） 

第３５条 理事会の議事録は、書面をもって作成するものとする。 

２ 議事録は、開催日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果等、次に掲げる事項を記載して作成するものとする。 

 （１）通常の理事会の事項 

   ① 理事会が開催された日時及び場所（当該場所に存しない理事、監事が理事会に出席した場合における、当該

出席の方法を含む。） 

   ② 理事会が次に掲げるいずれかのものに該当するとき 

    ア）理事の請求を受けて招集されたもの 

    イ）理事の請求があったにもかかわらず所定の期間内に理事会が招集されないため、その請求をした理事が招

集したもの 

    ウ）監事の請求を受けて招集されたもの 

    エ）監事が招集したもの 

   ③ 理事会の議事の経過の要領及びその結果 

   ④ 決議を要する事項について、特別の利害関係を有する理事があるときは、当該理事の氏名 

   ⑤ 次の意見、又は発言があるときは、その意見、又は発言の内容の概要 

    ア）競業及び利益相反取引の制限に係る取引についての報告 

    イ）理事が不正の行為をしたと認められるとき等における監事の報告 

    ウ）理事会で述べられた監事の意見 

   ⑥ 理事長以外の理事であって、理事会に出席した者の氏名 

   ⑦ 理事会の議長の氏名 

 （２）理事会の決議の省略の場合の事項 

   ① 理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

   ② ①の事項の提案をした理事の氏名 

   ③ 理事会の決議があったものとみなされた日 

   ④ 議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名 

 （３）理事会への報告の省略の場合の事項 

   ① 理事会への報告を要しないものとされた事項の内容 

   ② 理事会への報告を要しないものとされた日 

   ③ 議事録に係る職務を行った理事の氏名 

３ 議事録には、理事長及び監事が署名、又は記名押印をしなければならない。 

４ 理事会に理事長が欠席した場合には、出席した理事と監事の全員が議事録に署名、又は記名押印する。 

５ 理事会の決議に参加した理事であって、作成された議事録に異議をとどめないものは、その決議に賛成したものと

推定する。 

６ 理事会の議事録等は、当該理事会の日から 10 年間法人の主たる事務所に備え置かなければならない。 

 

（欠席理事への報告） 

第３６条 理事長は、理事会に欠席した理事に対して議事の概要及び議決結果を記録した書面を理事会終了後 14 日以内

に送付するものとする。 

 

 

   第 6 章  役員及び会計監査人 

 

（役員及び会計監査人の定数） 

第３７条 この法人には、次の役員を置く。 

 （１）理事  6 名以上 10 名以内 

 （２）監事  2 名 

２ 理事のうち 1 名を理事長とする。 

３ 理事長以外の理事のうち、副理事長及び専務理事を置くことができる。 



４ 前項の副理事長及び専務理事をもって社会福祉法第 45 条の 16 第 2 項第 2 号の業務執行理事とする。 

５ この法人に、会計監査人を置く。 

 

（役員及び会計監査人の選任） 

第３８条 理事及び監事並びに会計監査人は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長、副理事長及び専務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

 

（理事の職務及び権限） 

第３９条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執行し、副理事長及び専務理事

は、理事会において別に定めるところにより、理事長を補佐し、この法人の業務を分担執行する。 

３ 理事長、副理事長及び専務理事は、3 か月に 1 回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならな

い。 

 

（会計監査人の職務及び権限） 

第４０条 会計監査人は、法令で定めるところにより、この法人の計算書類（貸借対照表、資金収支計算書及び事業活動

計算書）並びにこれらの附属明細書及び財産目録を監査し、会計監査報告を作成する。 

２ 会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄写をし、又は理事及び職員に対し、会計に関する報告を求め

ることができる。 

（１）会計帳簿、又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該書面 

（２）会計帳簿、又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事

項を法令で定める方法により表示したもの 

 

（役員及び会計監査人の任期） 

第４１条 理事、又は監事の任期は、選任後 2 年以内に終了す会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結

の時までとし、再任を妨げない。 

２ 補欠として選任された理事、又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとすることができる。 

３ 理事、又は監事は、第 37 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了、又は辞任により退任した後も、新た

に選任された者が就任するまで、なお理事、又は監事としての権利義務を有する。 

４ 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで

とする。但し、その定時評議員会において別段の決議がされなかったときは、再任されたものとみなす。 

 

（役員及び会計監査人の解任） 

第４２条 理事、又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任することができる。 

 （１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

 （２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

２ 会計監査人が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任することができる。 

 （１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

 （２）会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。 

 （３）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

３ 監事は、会計監査人が、前項各号のいずれかに該当するときは、監事全員の同意により、会計監査人を解任すること

ができる。この場合、監事は、解任した旨及び解任の理由を、解任後最初に招集される評議員会に報告するものとす

る。 

 

（役員及び会計監査人の報酬等） 

第４３条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会において別に定める報酬等

の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給することができる。 

２ 会計監査人に対する報酬等は、監事の過半数の同意を得て、理事会において定める。 

 

（役員名簿） 

第４４条 理事長は、役員選任後、速やかに役員名簿を作成し、これを保存しておかなければならない。 

 

 

     第 7 章  監事 

 

（監査の種別） 

第４５条 監査の種別は、定期監査、決算監査及び随時監査とする。 

２ 定期監査は、各事業年度の半期に内容を定めて計画的に行う監査（決算監査を除く。）をいう。 

３ 決算監査は、毎会計年度終了後 3 か月以内に定時評議員会及び決算理事会に先立って行う監査をいう。 

４ 随時監査は、定期監査及び決算監査以外で監事が必要と認めるときに行う監査をいう。 

 

（定期監査及び随時監査） 

第４６条 定期監査は、監事が各事業年度の半期に日程及び内容を定めた実施計画を作成し、理事長に提出して行う。 

２ 随時監査は、監事が必要と認めるときに適宜日程及び内容を定めて行うことができる。 



３ 理事長は、定期監査及び随時監査の実施に協力しなければならない。但し、対応が困難な特別の事情がある場合は、

延期、又は内容の変更を求めることができる。 

（決算監査） 

第４７条 決算監査は、事業報告書案及び決算報告書案の作成後、定時評議員会及び決算理事会までに、十分な時間を

かけて行う。 

２ 決算監査は、理事の業務執行の状況及び法人の財産の状況にかかる全般について行い、事業報告書案及び決算報告

書案が適正に作成されているかを検査する。 

３ 理事長は、決算監査が適正、且つ、効果的に行われるよう努めなければならない。 

 

（監査報告書） 

第４８条 監事は、監査終了後、監査報告書を作成し、署名押印の上、理事長に提出するものとする。 

 

 

     第 8 章  事務局 

 

（事務局の構成） 

第４９条 法人に事務局を置き、事務員を配置する。 

２ 事務局に事務長及び事務次長を置くことができる。 

３ 事務長、事務次長及び事務員は、施設事務員を兼ねることができる。 

４ 事務長は、事務局の事務分掌を掌理し、事務を統括する。また、必要あるときは施設長等に対し情報の提供、又は資

料の提出を求めることができる。 

５ 事務次長は、事務長を補佐するとともに、事務員の事務分掌の調整を行う。 

６ 事務員は、事務分掌に基づく事務を処理する。 

 

（分掌事務） 

第５０条 事務局の分掌事務は、次のとおりとする。 

 （１）理事会及び評議員会に関すること 

 （２）諸規定の整備に関すること 

 （３）財産の取得、管理及び処分に関すること 

 （４）資金の管理、調達及び返済に関すること 

 （５）登記に関すること 

 （６）職員の人事に関すること 

 （７）事業計画及び予算に関すること 

 （８）事業報告及び決算に関すること 

 （９）予算の執行管理に関すること 

 （10）各種会計の関すること 

 （11）社会福祉法人現況報告に関すること 

 （12）許認可等各種申請に関すること 

 （13）目的事業の進行管理に関すること 

 （14）その他、理事長が指示した事項に関すること 

 

 

     第 9 章  事務の専決 

 

（事務の専決） 

第５１条 理事長、副理事長、専務理事、事務長、又は施設長が専決することのできる事項は、別表 1 のとおりとする。 

 

（専決の報告） 

第５２条 理事長、副理事長、専務理事、事務長、又は施設長が専決を行った事項のうち、その内容が重要であると認め

られる事項については、速やかに文書、又は口頭により理事会に報告しなければならない。 

 

 

     第 10 章  文書管理 

 

（文書の受理） 

第５３条 文書の取扱責任者は、理事長が指名する。 

２ 到着した文書（私信、又は定期刊行物等簡易文書は除く。）は、文書受付簿（様式 1 号）、又は発翰台帳（様式 3 号）

に黒文字で所要事項を記載し、理事長、専務理事、又は施設長の閲覧を経て、当該業務担当者に引き継ぐものとする。 

３ 文書を引き継いだ業務担当者は、その文書の趣旨に沿い、法人、又は施設として対応すべき事項にあたっては、速や

かに処理しなければならない。 

 

（文書の作成） 

第５４条 文書の作成は、起案用紙（様式 2 号）により所定の決裁を得なければならない。但し、定例、又は軽易な文書

の場合は、起案用紙を使用しないことができる。 



２ 発送する文書は、決裁を経た起案文書に基づき浄書する。 

 

（文書の発送） 

第５５条 発送する文書は、文書取扱者が文書発送簿（様式 2 号）、又は発翰台帳（様式 3 号）に赤文字で所定事項を記

載して行う。 

 

（文書の保管） 

第５６条 文書は法令その他別段の定めがあるもののほか、文書管理規程に基づき保存する。 

 

（文書の破棄） 

第５７条 保存期間を満了した文書は、理事長、専務理事、又は施設長の責任において破棄する。 

 

 

     第 11 章  雑則 

 

（細則の改廃） 

第５８条 この細則の制定、改廃は、理事会の決議をもって行う。 

 

 

附則 

 

１ この細則は、平成 10 年 4 月 1 日から施行する。 

２ この細則は、平成 26 年 4 月 1 日から改正施行する。 

３ この細則は、平成 29 年 4 月 1 日から改正施行する。ただし、社会福祉法等の一部を改正する法律（平成 28 年３月

31 日法律第 21 号）附則第 9 条の規定により行う評議員の選任は、平成 29 年 3 月 1 日付にて施行される評議員選任・

解任委員会運営細則に基づき実施する。 

４ この細則は、平成 30 年 4 月 1 日から改正施行する。 

５ この細則は、令和 5 年 4 月 1 日から改正施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪別表１≫ 

 

理事長専決事項 

① 副理事長・専務理事の療養休暇、特別休暇、子の看護休暇及び介護休暇の受理、又は承認 

② 副理事長・専務理事の育児休業、介護休業及び育児、又は介護短時間勤務の受理 

③ 副理事長・専務理事の服務に関する諸届の受理 

④ 法務局登記理事長印の押印の承認 

⑤ 法人銀行印の押印の承認 

⑥ 1 件の金額１,０００万円未満の工事、物品購入、業務及び事業委託、土地及び建物賃貸借その他において契約書を

締結する契約の決定 

⑦ 1 件の金額１,０００万円未満の補助金、償還金、積立金、繰出金、貸付金の決定・承認・取消・返還命令等 

⑧ 運用財産（土地、建物及び補助事業により取得した設備を除く）のうち、金額（取得価格、又は時価評価額とを比

較していずれか高い方の額）１,０００万円未満の売却及び売却の決定 

⑨ ２,０００万円以下の長期運営資金及び４,０００万円以下の短期運営資金の借入の決定 

⑩ 評価額の総額が５０万円以上の物品の貸付承認 

⑪ 職員の懲戒の決定 

⑫ 規程、要項等の制定及び変更 

⑬ その他法人・施設の日常業務で重要と認められる事項 

 

 

 副理事長専決事項 

① 専務理事の療養休暇、特別休暇、子の看護休暇及び介護休暇の受理、又は承認 

② 専務理事の育児休業、介護休業及び育児、又は介護短時間勤務の受理 

③ 専務理事の服務に関する諸届の受理 

④ 1 件の金額１００万円以上３００万円未満の固定資産の購入及び売却、又は廃棄の承認 

⑤ 1 件の金額１００万円以上５００万円未満の建築工事等の請負契約、又は委託契約を締結する契約の決定 

⑥ 1 件の金額１００万円以上５００万円未満の緊急を要する物品の購入（災害・故障・保守管理関係に限定） 

⑦ 役員、評議員、第三者委員の旅行命令に関すること 

⑧ 職員の人事記録及び身分証明書に関すること 

⑨ 職員の日常の労務管理・福利厚生に関すること 

⑩ 寄付金の受入れの決定。但し、法人運営に重大な影響があるものを除く 

⑪ 官公庁に対する許認可申請及び届け出に関すること。但し、法人運営に重大な影響があるものを除く 

⑫ その他法人・施設の日常業務で重要と認められる事項 

 

 

専務理事専決事項 

① 職員の休職及び復職の承認 

② 施設長及び事務長の療養休暇、特別休暇、子の看護休暇及び介護休暇の受理、又は承認 

③ 施設長及び事務長の育児休業、介護休業及び育児、又は介護短時間勤務の受理 

④ 職員の履歴書及び履歴事項変更届の受理 

⑤ 施設長及び事務長の職務に専念する義務の免除 

⑥ 施設長及び事務長の年次休暇の承認 

⑦ 役員、評議員、第三者委員、施設長及び事務長の旅行命令及び復命の受理 

⑧ 職員の扶養手当、通勤手当、住宅手当等の認定及び支給額の決定 

⑨ 施設長及び事務長の服務に関する諸届の受理 

⑩ 職員の日常の労務管理・福利厚生 

⑪ 法人が保有する個人情報の外部持ち出しの承認。ただし、介護・福祉サービス利用者に係る個人情報を除く 

⑫ 法務局登記理事長印の押印の承認 

⑬ 法人銀行印の押印の承認 

⑭ 施設銀行印の押印の承認 

⑮ 予算上の予備費の支出 

⑯ 1 件の金額５０万円以上の建物修繕その他の工事の予算の執行 

⑰ 使用不能、又は不用となった固定資産物品の棄却及び棄却の承認 

⑱ 「施設長の任免その他重要な人事の任免」を除く職員の任免 

⑲ 寄付金の受入れの決定。但し、法人運営に重大な影響があるものを除く 

⑳ 職員の昇給・昇格及び給与の決定 

㉑ 介護報酬、措置費、運営費その他事業費の協議、申請、請求等の命令 

㉒ 全事業所に係る予算の執行命令 

㉓ 表彰及び褒賞等の決定並びに施設長等が行う市等の表彰及び褒賞等に係る推薦の承認 

㉔ 重要な講演会、研修会等の実施 

㉕ 重要な外部研修の受講の命令 



㉖ 市等に対する意見書、要望書等の提出 

㉗ その他法人・施設の日常業務で重要と認められる事 

 

 

 事務長専決事項 

① 施設銀行印の押印の承認 

② 支出経理区分の決定 

③ 法人・施設に係る支出命令 

④ 介護報酬、措置費、運営費その他事業費の協議、申請、請求等の命令 

⑤ 介護報酬、措置費、運営費、補助金及び委託料等の受入れ 

⑥ 法人・施設に係る予算令達 

⑦ 法人・施設に係る予算執行担当職員の指導 

⑧ 寄付金の受入れ 

⑨ 法人・施設に係る物品及び資産の現物管理 

⑩ 法人・施設に係る固定資産物品を除く不要品等の棄却及び棄却の承認 

⑪ その他定例、又は軽易な事項 

 

 

施設長専決事項 

① 所属職員の職務分担の命令、勤務体制及び変更の命令 

② 所属職員の旅行命令及び復命の受理 

③ 所属職員の時間外命令及び休日勤務命令 

④ 所属職員の職務に専念する義務の免除、療養休暇、特別休暇、子の看護休暇及び介護休暇の受理、又は承認 

⑤ 所属職員の年次休暇の承認 

⑥ 所属職員の育児休業、介護休業及び育児、又は介護短時間勤務の受理 

⑦ 所属職員の服務に関する諸願いの許可、又は承認 

⑧ 所属職員の公用車運転の承認及び運行報告の受理 

⑨ 担当施設の入所者（児童）・利用者（児童）に係る個人情報の外部持ち出しの承認 

⑩ 担当施設に係る施設長印の押印の承認 

⑪ 担当施設に係る日用品購入の予算の執行 

⑫ 担当施設に係る事業費の予算の執行 

⑬ 担当施設に係る一時保護受入れの決定 

⑭ 担当施設に係る短期入所、又は一時預かり等の受入れの決定 

⑮ 担当施設に係る基本方針、処遇方針（入所児童）、又は保育計画書等の決定 

⑯ 担当施設に係る事業計画の決定及び事業の実施 

⑰ 担当施設に係る実習生及びボランティアの受入れの許可 

⑱ 担当施設に係る入所者（児童）の預り金の日常の管理 

⑲ 担当施設に係る関係機関との連絡調整 

⑳ その他定例、又は軽易な事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 文書受付簿 

番号 受付年月日  件   名 発  信  者 来信記号番号 備  考 

 ・ ・     

 ・ ・     

 ・ ・     

                                              

                                              

 

様式第２号 文書発送簿 

番号 発送年月日  件   名 宛     先 備  考 

 ・ ・    

 ・ ・    

 ・ ・    

 

 

 

様式第３号 発翰台帳（受付は黒文字で発送は赤文字で記載する。） 

件名 処 理 期 限 

 

・ ・ 

 

番号 収受又は施工年月日 

・ 

あて先又は発信者 来信記号番号 備考 受領印 

処 

理 

経 

過 

－ ２      

－ ３      

－ ４      

－ ５      

件名 処 理 期 限 

 

・ ・ 

 

番号 収受又は施工年月日 

・ 

あて先又は発信者 来信記号番号 備考 受領印 

処 

理 

経 

過 

－ ２      

－ ３      

－ ４      

－ ５      

 

 

 


